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   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、市民が住み慣れた地域において、高齢になっても安心して暮

らせるコミュニティの維持を目指して、地域の課題解決のための活動・交流拠点

の強化、生活サービスを維持確保し、活動・交流拠点のネットワークの形成によ

り、利便性の高い地域づくりを推進することにより、高齢者が自分の住む地域に

おいて定期的に交流する拠点（以下「小さな拠点」という。）を設置する取組に

対して、運営を支援し、活動を活性化することで、高齢者の外出機会を増加させ、

孤独感や引きこもりの解消等、地域社会における健康でいきいきとした生活の実

現を図ることに対する事業への支援を行うことを目的とする。 

 （事業の種類） 

第２条 事業の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 小さな拠点づくり委託事業 

(2) 小さな拠点づくり補助金交付事業 

   第２章 小さな拠点づくり委託事業 

（実施主体） 

第３条 前条第１号に規定する事業の実施主体は、さぬき市とする。 

２ 市長は、効果的に事業を実施するため、事業の全部又は一部を、社会福祉法人

さぬき市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）に委託するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により委託する事業の委託料を、予算の範囲内で市社協に

支払うものとする。 

 （委託対象事業） 

第４条 小さな拠点づくり委託事業の対象となる事業（以下「委託対象事業」とい

う。）は、市社協が制定するふれあいサロン事業実施規約（以下「市社協規約」

という。）に基づき設置されるふれあいサロンを、小さな拠点として運営する事

業とする。 

２ 市は、第１条に規定する目的を達成するために市社協に対し、次の各号に定め

る支援を行う。 



 (1) ふれあいサロンを小さな拠点として運営することに関する助言、情報提供及

び支援 

 (2) 小さな拠点の運営に当たる人材の育成に関する支援 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるものは、委託対象事業としない

ものとする。 

(1) 営利を目的とするもの 

(2) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成することを目的と

するもの 

(3) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とするもの 

(4) 法令等に抵触するもの及び公序良俗に反するもの 

(5) 特定の個人のみが利益を受けるもの 

(6) その他市長がこの要綱の趣旨に適合しないと認めるもの 

 （対象団体） 

第５条 事業の対象となる団体（以下「対象団体」という。）は、市社協規約第２

条の規定により、市社協に登録しているふれあいサロンとする。 

（対象経費） 

第６条 第４条第１項に掲げる事業に係る経費は、当該事業の実施に必要な次の各

号に掲げる経費とする。 

(1) 報償費 

(2) 需用費（消耗品費、食糧費、印刷費） 

(3) 役務費 

(4) 使用料及び賃借料 

(5) その他小さな拠点の運営に必要と市長が認める経費 

（運営費の額等） 

第７条 第４条第１項に掲げる事業を実施する対象団体に対して、次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号の定めるところにより運営費を交付する。 

(1) 当該事業について、当該年度（事業を実施した年の４月１日から翌年の３月

３１日までをいう。以下同じ。）における参加者の延べ人数が１２０人以下の

者が参加している対象団体 当該年度において５，０００円 

(2) 当該事業について、当該年度における参加者の延べ人数が１２１人以上２４

０人以下の者が参加している対象団体 当該年度において１０，０００円 

(3) 当該事業について、当該年度における参加者の延べ人数が２４１人以上の者

が参加している対象団体 当該年度において２０，０００円 

（事業の実施） 

第８条 市社協は、小さな拠点づくり委託事業の実施に当たっては、市長と協議を

行い、計画的に事業を実施するものとする。 



（帳簿等） 

第９条 対象団体は、事業に係る帳簿等を整備し、事業完了の日の属する年度の翌

年度から５年間保存しなければならない。この場合において、市長が必要である

と認めたときは、提示又はその内容を報告しなければならない。 

 （実績報告） 

第１０条 市社協は、毎年度終了後、速やかに小さな拠点づくり事業実績報告書（様

式第１号）に小さな拠点づくり事業の実績に関する書類及び市社協規約第７条第

１項第３号に定める書類の写しを添えて市長に提出しなければならない。 

   第３章 小さな拠点づくり補助金交付事業 

（補助対象事業） 

第１１条 小さな拠点づくり補助金交付事業の補助金の交付の対象となる事業（以

下「補助対象事業」という。）は、１回当たりおおむね６５歳以上の者が小さな

拠点に５名程度集まり交流する取組を、月１回以上定期的に開催するもので、次

に掲げる事業とする。 

(1) 運営事業 小さな拠点を運営する取組を行うもの 

(2) 施設整備事業 小さな拠点の施設に係る改修又は耐震診断を行うもの 

(3) 備品購入事業 小さな拠点に必要な備品を購入するもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は、補助金の交付の対象としない。 

(1) 営利を目的とするもの 

(2) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成することを目的と

するもの 

(3) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とするもの 

(4) 法令等に抵触するもの及び公序良俗に反するもの 

(5) 特定の個人又は団体のみが利益を受けるもの 

(6) 国、地方公共団体等から他の助成等を受けているもの 

(7) その他市長がこの要綱の趣旨に適合しないと認めるもの 

（補助金の交付申請手続等） 

第１２条 補助金の交付申請から補助金の額の確定までの手続は、さぬき市補助金

等交付規則（平成２５年さぬき市規則第２２号。以下「規則」という。）第４条

から第１２条までの規定による。 

 （補助対象事業の募集） 

第１３条 市長は、補助対象事業を募集し、予算の範囲内で補助金の交付をするこ

とが適切で効果が高い補助対象事業を選定するものとする。 

２ 前項の募集に応じて申込みをしようとする団体（以下「応募団体」という。）

は、規則第４条に規定する補助金等交付申請書を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項により選定した結果を、速やかに小さな拠点づくり支援事業選



考結果通知書（様式第２号）により応募団体に通知するものとする。 

 （補助対象団体） 

第１４条 補助金の交付の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、

ボランティア団体、ＮＰＯ法人等（第５条に規定する団体及びさぬき市連合自治

会に属する単位自治会を除く。）とする。 

（補助対象経費） 

第１５条 この補助対象事業の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、事業の実施に必要な次の各号に掲げる経費とする。 

(1) 運営費 消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、通信運搬費、保険料、

施設使用料、賃借料、その他運営に必要と認められる費用 

(2) 施設整備費 小さな拠点の施設に係る改修工事に係る経費、耐震診断に係る

経費 

(3) 備品整備費 小さな拠点の運営に必要な備品購入費 

（補助金の額等） 

第１６条 補助金の額は、次に掲げるものとする。 

(1) 運営費 小さな拠点を運営する取組を行うもので、会合１回当たり参加者１

人につき２５０円とし、当該年度において７５，０００円を上限とする。 

(2) 施設整備費  

ア 小さな拠点施設改修等費用 改修工事の補助対象経費に３分の１を乗じて

得た額と５００，０００円を比較して、いずれか少ない額 

イ 小さな拠点施設耐震診断費用（耐震改修を行う場合） 補助対象経費に１

０分の９を乗じて得た額と９０，０００円を比較して、いずれか少ない額 

(3) 備品整備費 小さな拠点の運営に必要な備品購入費の補助対象経費に１０分

の９を乗じて得た額とし、１００，０００円を上限とする。 

２ 前項各号に規定する補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り捨てるものとする。 

３ 運営費の補助金の交付期間は、補助対象団体が、補助対象事業を開始した年度

から起算して３年間とする。 

４ 運営費の補助金の申請は、１補助対象団体につき、当該年度において１回に限

るものとする。 

５ 施設整備費及び備品購入費に係る補助金は、補助対象事業を開始した年度から

起算して３年間のうち、補助対象団体１団体につき１回限りの交付とする。 

（交付の申請に必要な書類） 

第１７条 規則第４条第１項第３号に規定する書類は、次に掲げる書類とする。 

(1) 補助事業対象者名簿 

(2) 補助対象経費に係る見積書の写し 



(3) 小さな拠点として整備する施設の位置図、写真その他参考となる資料 

（交付の条件） 

第１８条 規則第５条第３項に規定する補助金の交付決定通知は、第１２条の規定

にかかわらず、小さな拠点づくり補助金交付決定通知書(様式第３号)により行う

ものとする。 

２ 規則第５条第４項の規定により補助金の交付決定に対する条件は、次に掲げる

ものとする。 

(1) 補助金は、申請のあった目的以外に使用しないこと。 

(2) 補助対象事業に着手した場合において、市長の指示があったときは、その旨

を届け出ること。 

(3) 次のアからウまでのいずれかに該当するときは、速やかに市長の承認又は指

示を受けること。 

ア 内容を変更するとき（次条に規定する軽微な変更の場合を除く。）。 

イ 中止し、又は廃止するとき。 

ウ 予定の期間内に完了しないとき又はその遂行が困難となったとき。 

(4) 補助対象事業が完了したときは、速やかに実績報告書、収支決算書等を提出

すること。 

(5) 補助対象事業の施行及び経費の収支の状況に関する書類、帳簿等は、補助対

象事業の完了した年度の翌年度から５年間保存すること。 

(6) 市長が必要があると認めるときは、関係職員に書類等の検査をさせ、又は補

助対象事業の執行状況について実地検査を行うことがあること。 

(7) 市監査委員からの要求があるときは、いつでも監査を受けること。 

(8) 規則又はこの要綱の規定に違反した場合は、交付の決定を取り消し、補助金

の返還を求めること。 

(9) 補助対象事業を複数の支会が共同で実施するときは、当該補助対象事業に係

る収支の支会ごとの経理を明確に区分しておくこと。 

（軽微な変更の範囲） 

第１９条 規則第９条第１項第１号の市長が認める軽微な変更の場合は、補助金の

額の増額を伴わない事業計画の細部の変更の場合とする。 

（実績報告に必要な書類） 

第２０条 規則第１０条第３号に規定する書類は、次に掲げる書類とする。 

(1) 補助対象経費に係る領収書の写し 

(2) 補助対象事業を実施したことが確認できる資料及び状況写真 

(3) その他参考となる資料 

（取得財産の処分の制限） 

第２１条 規則第１５条第２号に規定する市長が定める財産は、１件当たりの取得



価格が５万円を超えるものとする。ただし、市長が特に認める場合は、この限り

でない。 

第４章 雑則 

 （その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、小さな拠点づくり事業の実施に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日）  

１ この要綱は、平成２８年１２月７日から施行する。 

 （平成２８年度における運営費の額に関する特例） 

２ 平成２８年度に交付する運営費について、第７条に規定する延べ人数は、平成

２８年４月１日から起算する。 

 （この要綱の失効） 

３ この要綱は、平成３３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱

規定に基づき、同日以前に交付決定を受けた補助金に係る交付の手続及び第２１

条の規定は、なおその効力を有する。 

附 則（平成２９年告示第１号） 

 この要綱は、平成２９年１月１２日から施行し、平成２８年度分の補助金から適 

用する。 

附 則（平成２９年告示第１１７号） 

この要綱は、平成２９年１０月１日から施行し、改正後のさぬき市小さな拠点づ 

くり事業実施要綱の規定は、平成２９年度分の補助金から適用する。 

 



様式第１号（第１０条関係） 

 

             年  月  日 

 

 さぬき市長 殿 

 

                社会福祉法人 さぬき市社会福祉協議会 

                会長                印 

 

 

小さな拠点づくり事業実績報告書 

 

 

 さぬき市小さな拠点づくり支援事業実施要綱第３条第２項に基づき、   年  

月   日付けで委託契約を締結した、  年度における小さな拠点づくり事業

について、同要綱第１０条の規定により関係書類を添えて、実績報告をします。 

 

 

記 

 

 

１ 添付書類 

 

（1） 小さな拠点づくり事業実績報告一覧表（別紙） 

 

（2） ふれあいサロン事業実施規約第７条第１項第３号で定める事業報告書の

写し



（別紙） 

小さな拠点づくり事業実績報告一覧表 

地区 自治会 サロン名 代表者名 
開催数

（回） 

延参加 

人数(人) 

運営費    

交付額（円） 

地 

区 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

      

 

合計    



様式第２号（第１３条関係） 

 

                           第     号 

                           年  月  日 

 

           様 

 

                       さぬき市長    印 

 

 

小さな拠点づくり支援事業選定結果通知書 

 

 

 小さな拠点づくり支援事業に申請いただきありがとうございました。 

 さぬき市小さな拠点づくり支援事業実施要綱第１３条第３項の規定により、選定

の結果、貴団体の事業を採択しました（ご希望に沿うことができなかった）ので、

通知します。



様式第３号（第１８条関係） 

第     号   

年  月  日   

           様 

さぬき市長       □印   

小さな拠点づくり補助金交付決定通知書 

 

   年  月  日付けで申請のあった補助金等の交付については、次のとおり

決定したので、さぬき市小さな拠点づくり事業実施要綱第１８条の規定により、通

知します。 

記 

１ 交付年度 

 

２ 補助事業の名称 

   

３ 補助金の交付を決定した額 

   

４ 交付条件 

(1) 補助金は、申請のあった目的以外に使用しないこと。 

(2) 補助対象事業に着手した場合において、市長の指示があったときは、その旨を届け出ること。 

(3) 次のアからウまでのいずれかに該当するときは、速やかに市長の承認又は指示を受けること。 

ア 内容を変更するとき 

イ 中止し、又は廃止するとき。 

ウ 予定の期間内に完了しないとき又はその遂行が困難となったとき。 

(4) 補助対象事業が完了したときは、速やかに実績報告書、収支決算書等を提出すること。 

(5) 補助対象事業の施行及び経費の収支の状況に関する書類、帳簿等は、補助対象事業の完了し

た年度の翌年度から５年間保存すること。 

(6) 市長が必要があると認めるときは、関係職員に書類等の検査をさせ、又は補助対象事業の執

行状況について実地検査を行うことがあること。 

(7) 市監査委員からの要求があるときは、いつでも監査を受けること。 

(8) 規則又はこの要綱の規定に違反した場合は、交付の決定を取り消し、補助金の返還を求める

こと。 

(9) 補助対象事業を複数の支会が共同で実施するときは、当該補助対象事業に係る収支の支会ご

との経理を明確に区分しておくこと。 


